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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一または複数種の生分解性を有する有機高分子化合物と、難燃系添加剤と、前記有機高
分子化合物の加水分解抑制剤とを含有する、生分解性を有する難燃性複合組成物であって
、
　　前記有機高分子化合物がポリ乳酸であり、
　　前記難燃系添加剤が、組成物全体に対して５重量％から５０重量％の添加量の水酸化
　物系化合物、又は、組成物全体に対して２重量％から４０重量％の添加量のリン酸アン
　モニウム系化合物であり、
　　前記加水分解抑制剤がカルボジイミド化合物であって、その添加量が、組成物全体に
　対して０．５重量％から８重量％であり、
　　残部が実質的に前記ポリ乳酸である
ことを特徴とする組成物。
【請求項２】
　温度８０℃、相対湿度８０％の恒温恒湿条件下で４８時間エージングしても、生分解性
を有する前記ポリ乳酸の分子量の低下が２０％以内であることを特徴とする、請求項１に
記載の組成物。
【請求項３】
　一または複数種の生分解性を有する前記有機高分子化合物としてのポリ乳酸と、前記難
燃系添加物としての水酸化物系化合物又はリン酸アンモニウム系化合物と、前記ポリ乳酸
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の前記加水分解抑制剤としてのカルボジイミド化合物とを複合することを特徴とする、請
求項１に記載の組成物の製造方法。
【請求項４】
　一または複数種の生分解性を有する前記有機高分子化合物としてのポリ乳酸と、前記難
燃系添加剤としての水酸化物系化合物又はリン酸アンモニウム系化合物と、前記ポリ乳酸
の前記加水分解抑制剤としてのカルボジイミド化合物とを含有する請求項１に記載の組成
物からなる成形品。
【請求項５】
　電気製品の筐体であることを特徴とする、請求項４に記載の成形品。
【請求項６】
　一または複数種の生分解性を有する前記有機高分子化合物としてのポリ乳酸と、前記難
燃系添加剤としての水酸化物系化合物又はリン酸アンモニウム系化合物と、前記ポリ乳酸
の前記加水分解抑制剤としてのカルボジイミド化合物とを含有する請求項１に記載の組成
物からなる部品を構成要素とする電気製品。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、難燃性が付与され、且つ自然環境に廃棄された場合に生分解することで環境に
対する悪影響を軽減できる組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、各種の合成樹脂材料が開発、提供され、種々の産業分野における使用量は年々増加
し、多種多様の合成樹脂が年間１０００万トン近く生産されるようになった。その結果と
して、合成樹脂廃棄物の量も増大し、その処理が大きな社会問題となっている。廃棄され
た樹脂をそのまま焼却処理することは、有害ガスが発生したり、大きな燃焼熱により焼却
炉の損傷を起こしたりすることがあり、環境へ大きな負荷を与えることとなっている。
【０００３】
従来知られている廃棄樹脂の処理方法としては、例えば熱分解や化学分解により廃棄樹脂
を低分子化したものを焼却したり、埋め立てたりする方法がある。しかし、焼却処理は二
酸化炭素の排出を伴うために、地球温暖化を招くおそれがある。また、焼却樹脂中に硫黄
、窒素またはハロゲンなどが含有されている場合には、焼却処理することは有害排出ガス
による大気汚染の一因になる。一方、樹脂を埋め立てる場合、現在、用いられているほと
んどの樹脂は、長期間分解されずにそのままの状態で残存するため、土壌汚染の原因にな
る。そこで、このような問題に対し、近年、生分解性樹脂が開発され、実用化されつつあ
る。生分解性樹脂は、微生物などにより生化学的に二酸化炭素および水などに分解される
ので、自然環境へ廃棄された場合においても容易に分解して低分子量化し、環境に対して
無害な化合物に変化する。そのため、生分解性樹脂を使用することによって、廃棄に伴う
地球環境に対する悪影響を低減させることができる。このような理由から、生分解性樹脂
が着目され、今までに日用雑貨品、衛生用品または遊戯用品などを主とした使い捨て製品
に対して実用化が進められている。
【０００４】
上記のように、従来の生分解性樹脂は、自然環境への安全性は確保されるが、樹脂を実際
に使用する際の安全性の一つとして要求の高まっている難燃性については、既存の生分解
性樹脂は十分なものではない。とくに電気製品については、筐体などを生分解性樹脂で形
成し、回収後の処理を容易にしたいという要望はあるものの、電気製品の筐体として使用
するためには、日本工業規格（ＪＩＳ）やＵＬ（Under-writer Laboratory）規格に定め
られている難燃規格を満たす必要があり、既存の生分解性樹脂では前記難燃規格に対応で
きていない。
また、生分解性樹脂を例えば電気製品、電子機器等の筐体などの実用品に応用する場合は
、上記難燃性と共に保存特性（恒温恒湿条件での耐久性）が要求される。例えば、小形の
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オーディオ商品では、３０℃、相対湿度８０％の条件で３～７年は強度などの物性が維持
されることが必要である。
【０００５】
従来、生分解性樹脂に対し実用的な成形品に適した物性を持たせるため、さまざまな検討
が行われている。例えば、生分解性ポリマーの代表例である脂肪族ポリエステル樹脂に対
し、無機フィラーの添加、結晶核剤の添加による結晶化速度の向上、ガラス転移点が低い
ゴム的な性質を示す生分解性樹脂とのブレンド等、またはこのようなプラスチックを用い
た成形物に関して、既にいくつかの特許出願がなされている（特開平３－２９０４６１号
公報、特開平４－１４６９５２号公報、特開平４－３２５５２６号公報等）。しかし、こ
れらの成形物は、特に、フィルムや包装材料として用いられており、難燃性または機械的
強度などの物性については、十分なものではない。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
そこで、本発明は、廃棄時の自然環境への悪影響が少なく、生分解性と難燃性と機械的強
度を有する組成物を提供することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記の課題は、生分解性樹脂に対して、難燃系添加剤と生分解性樹脂の加
水分解抑制剤を加えることで解決することができることを知見した。難燃系添加剤として
はハロゲン系の難燃化剤が挙げられるが、ハロゲン系の難燃化剤を樹脂に含めると、かか
る樹脂の焼却処理時にハロゲンガスが発生し、かかるハロゲンガスを人体に無害なものに
するには複雑な処理を必要とするから、好適な例とはいえない。
【０００８】
そこで、発明者等は、環境に配慮された難燃系添加剤として、▲１▼水酸化物系化合物、
▲２▼リン酸アンモニウム系化合物、▲３▼シリカ系化合物に着目した。▲１▼水酸化物
系化合物は、樹脂が燃焼する際に発生する熱をこれらの材料が吸熱して分解すると同時に
水を生じ、吸熱作用と水の発生により難燃性を発現するものである。▲２▼リン酸アンモ
ニウム系化合物は、燃焼時に分解してポリメタリン酸を生成し、その脱水作用の結果、新
しく生成する炭素被膜の形成による酸素遮断によって難燃効果を発揮する。▲３▼シリカ
系化合物は、樹脂に対する無機フィラーの効果により、樹脂に難燃性を与える。生分解性
樹脂と上記▲１▼～▲３▼の難燃系添加剤とを配合させることで樹脂の難燃化は実現する
。
【０００９】
さらに、本発明者らは、生分解性樹脂と上記▲１▼～▲３▼の難燃系添加剤とを含有する
前記複合樹脂の機械的強度の向上について検討した結果、該複合樹脂にさらに生分解性樹
脂の加水分解抑制剤を加えることにより、前記複合樹脂中の生分解性樹脂の加水分解速度
が遅延され、そのゆえに、前記複合樹脂の機械的強度が今までよりも長期間保持されると
いう知見を得た。
以上のように、本発明者らは、生分解性樹脂、難燃系添加剤、加水分解抑制剤の三元系に
することで、新規であって、生分解性、難燃性、機械的強度を兼ね備えた理想的な樹脂を
創製するに至った。
【００１０】
すなわち、本発明は、
（１）　一または複数種の生分解性を有する有機高分子化合物と、難燃系添加剤と、前記
生分解性を有する有機高分子化合物の加水分解抑制剤とを含有することを特徴とする組成
物、
（２）　生分解性を有する有機高分子化合物が、多糖類、脂肪族ポリエステル、ポリアミ
ノ酸、ポリビニルアルコールもしくはポリアルキレングリコール、または前記化合物の少
なくともいずれか一つを含む共重合体であることを特徴とする前記（１）記載の組成物、
（３）　脂肪族ポリエステルが、ポリ乳酸、ポリカプロラクトン、ポリヒドキシ酪酸、ポ
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リヒドロキシ吉草酸、ポリエチレンスクシネート、ポリブチレンスクシネート、ポリブチ
レンアジペート、ポリリンゴ酸もしくは微生物合成ポリエステル、または前記化合物の少
なくともいずれか一つを含む共重合体であることを特徴とする前記（１）記載の組成物、
に関する。
【００１１】
また、本発明は、
（４）　難燃系添加剤が、水酸化物系化合物、リン系化合物およびシリカ系化合物から選
ばれる少なくとも１種の化合物であることを特徴とする前記（１）記載の組成物、
（５）　難燃系添加剤が水酸化物系化合物であり、その添加量が組成物全体に対して５重
量％から５０重量％であることを特徴とする前記（４）記載の組成物、
（６）　難燃系添加剤がリン系化合物であり、その添加量が組成物全体に対して２重量％
から４０重量％であることを特徴とする前記（４）記載の組成物、
（７）　難燃系添加剤がシリカ系化合物であり、その添加量が組成物全体に対して５重量
％から３０重量％であることを特徴とする前記（４）記載の組成物、に関する。
【００１２】
また、本発明は、
（８）　加水分解抑制剤が、カルボジイミド化合物、イソシアネート化合物およびオキソ
ゾリン化合物から選ばれる少なくとも１種の化合物であることを特徴とする前記（１）記
載の組成物、
（９）　加水分解制御剤の添加量が、組成物全体に対して０．５重量％から８重量％であ
ることを特徴とする前記（８）記載の組成物、
（１０）　温度８０℃、相対湿度８０％の恒温恒湿条件下で４８時間エージングしても、
生分解性を有する有機高分子の分子量の低下が２０％以内であることを特徴とする前記（
１）記載の組成物、
（１１）　温度８０℃、相対湿度８０％の恒温恒湿条件下で４８時間エージングしても、
生分解性を有する有機高分子の分子量の低下が２０％以内であることを特徴とする前記（
８）記載の組成物、
に関する。
【００１３】
また、本発明は、
（１２）　一または複数種の生分解性を有する有機高分子化合物と、難燃系添加物と、前
記生分解性を有する有機高分子化合物の加水分解抑制剤とを複合することを特徴とする前
記（１）記載の組成物の製造方法、
（１３）　一または複数種の生分解性を有する有機高分子化合物と、難燃系添加剤と、前
記生分解性を有する有機高分子化合物の加水分解抑制剤とを含有する組成物からなる成形
品、
（１４）　電気製品の筐体であることを特徴とする前記（１３）記載の成形品、
（１５）　一または複数種の生分解性を有する有機高分子化合物と、難燃系添加剤と、前
記生分解性を有する有機高分子化合物の加水分解抑制剤とを含有する組成物からなる部品
を構成要素とする電気製品、
に関する。
【００１４】
【発明の実施の形態】
次に本発明の組成物について、その構成成分と製造方法について以下に述べる。
本発明で用いる生分解性を有する有機高分子化合物（以下、「生分解性高分子化合物」と
いう）としては、使用後は自然界において微生物が関与して低分子化合物、最終的に水と
二酸化炭素に分解する化合物（生分解性プラスチック研究会、ＩＳＯ／ＴＣ－２０７／Ｓ
Ｃ３）であれば、特に制限はない。生分解性高分子化合物としては、生分解性樹脂が好ま
しい。生分解性樹脂としては、具体的には、生分解性を有する、例えば、多糖類、ペプチ
ド、脂肪族ポリエステル、ポリアミノ酸、ポリビニルアルコール、ポリアミドもしくはポ
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リアルキレングリコール等のいずれか、または前記化合物の少なくともいずれかの一つを
含む共重合体などが挙げられる。
中でも、脂肪族ポリエステルが混合性や量産性に優れていることから、本発明で用いる生
分解性高分子化合物として好ましい。前記脂肪族ポリエステルとしては、ポリ－Ｌ－乳酸
（ＰＬＬＡ）、Ｌ－乳酸とＤ－乳酸とのランダム共重合体等のポリ乳酸、またはそれらの
誘導体がより好ましい。もちろんその他のポリエステルに分類される、例えばポリカプロ
ラクトン、ポリヒドキシ酪酸、ポリヒドロキシ吉草酸、ポリエチレンスクシネート、ポリ
ブチレンスクシネート、ポリブチレンアジペート、ポリリンゴ酸、ポリグリコール酸、ポ
リコハク酸エステル、ポリシュウ酸エステル、ポリジグリコール酸ブチレン、ポリジオキ
サノン、微生物合成ポリエステルなども使用可能である。ここで、微生物合成ポリエステ
ルとしては、３－ヒドロキシブチレート（３ＨＢ）、３－ヒドロキシバリレート（３ＨＶ
）、またはその共重合体などが挙げられる。
【００１５】
また、上記多糖類としては、セルロース、デンプン、キトサン、デキストランもしくはそ
れら誘導体のいずれか、またはそれら一つを含む共重合体を挙げることができる。上記ペ
プチドとしては、コラーゲン、カゼイン、フィブリン、ゼラチン等が挙げられる。上記ポ
リアミドとしては、例えばナイロン４、ナイロン２／ナイロン６共重合体等が挙げられる
。
【００１６】
さらに、低分子量では生分解性があるが、高分子量では生分解性の低い有機高分子化合物
であっても、上記に例示した生分解性高分子化合物とのグラフト共重合などにより生分解
性が得られるようになるものであれば、本発明においてこれを用いることができる。その
ような高分子量では生分解性の低い有機高分子化合物として、具体的には、例えば、ポリ
エチレン、ポリアクリル酸誘導体、ポリプロピレン、ポリウレタンなどが挙げられる。ま
た、これらの樹脂の分子量や末端基については、機械的な強度が得られれば、特に制限は
ない。
【００１７】
本発明で用いられる生分解性高分子化合物は、公知の方法に従って製造することができる
。例えば、生分解性ポリエステルは、▲１▼ラクチド法、▲２▼多価アルコールと多塩基
酸との重縮合、または▲３▼分子内に水酸基とカルボキシル基とを有するヒドロキシカル
ボン酸の分子間重縮合などの方法により製造することができる。
【００１８】
本発明における難燃系添加物においては、使用できる化合物に特に制限はない。前記難燃
系添加物としては、例えば、各種のホウ酸系難燃化合物、リン系難燃化合物、無機系難燃
化合物、チッソ系難燃化合物、ハロゲン系難燃化合物、有機系難燃化合物、コロイド系難
燃化合物等が挙げられる。以下に示す難燃系添加物は、一種あるいは二種以上用いても構
わない。
【００１９】
ホウ酸系難燃化合物としては、例えば、ホウ酸亜鉛水和物、メタホウ酸バリウム、ほう砂
などのホウ酸を含有する化合物等が挙げられる。
リン系難燃化合物としては、例えば、リン酸アンモニウム、ポリリン酸アンモニウム、リ
ン酸メラミン、赤燐、リン酸エステル、トリス（クロロエチル）ホスフェート、トリス（
モノクロロプロピル）ホスフェート、トリス（ジクロロプロピル）ホスフェート、トリア
リルフォスフェート、トリス（３－ヒドロキシプロピル）ホスフェート、トリス（トリブ
ロモフェニル）ホスフェート、トリス－β－クロロプロピルホスフェート、トリス（ジブ
ロモフェニル）ホスフェート、トリス（トリブロモネオペンチル）ホスフェート、テトラ
キス（２－クロロエチル）エチレン・ジフォスフェート、ジメチルフォスフェート、トリ
ス（２－クロロエチル）オルトリン酸エステル、芳香族縮合リン酸エステル、含ハロゲン
縮合有機リン酸エステル、エチレン・ビス・トリス（２－シアノエチル）ホスフォニウム
・ブロミド、ポリリン酸アンモニウム、β－クロロエチルアッシドフォスフェート、ブチ



(6) JP 4445181 B2 2010.4.7

10

20

30

40

50

ルピロフォスフェート、ブチルアッシドフォスフェート、ブトキシエチルアッシドフォス
フェート、２－エチルヘキシルアッシドフォスフェート、メラミンリン酸塩、含ハロゲン
フォスホネート、またはフェニル・フォスフォン酸等のリンを含有する化合物が挙げられ
る。
【００２０】
無機系難燃化合物としては、例えば、硫酸亜鉛、硫酸水素カリウム、硫酸アルミニウム、
硫酸アンチモン、硫酸エステル、硫酸カリウム、硫酸コバルト、硫酸水素ナトリウム、硫
酸鉄、硫酸銅、硫酸ナトリウム、硫酸ニッケル、硫酸バリウム、硫酸マグネシウムなどの
硫酸金属化合物、硫酸アンモニウムなどのアンモン系難燃化合物、フェロセンなどの酸化
鉄系燃焼触媒、硝酸銅などの硝酸金属化合物、酸化チタンなどのチタンを含有する化合物
、スルファミン酸グアニジンなどのグアニジン系化合物、その他、ジルコニウム系化合物
、モリブデン系化合物、錫系化合物、炭酸カリウムなどの炭酸塩化合物、水酸化アルミニ
ウムもしくは水酸化マグネシウム等の水酸化金属およびそれらの変性物が挙げられる。
【００２１】
チッソ系難燃化合物としては、例えば、トリアジン環を有するシアヌレート化合物等が挙
げられる。
ハロゲン系難燃化合物としては、例えば、塩素化パラフィン、パークロロシクロペンタデ
カン、ヘキサブロモベンゼン、デカブロモジフェニルオキシド、ビス（トリブロモフェノ
キシ）エタン、エチレンビス・ジブロモノルボルナンジカルボキシイミド、エチレンビス
・テトラブロモフタルイミド、ジブロモエチル・ジブロモシクロヘキサン、ジブロモネオ
ペンチルグリコール、２，４，６－トリブロモフェノール、トリブロモフェニルアリルエ
ーテル、テトラブロモ・ビスフェノールＡ誘導体、テトラブロモ・ビスフェノールＳ誘導
体、テトラデカブロモ・ジフェノキシベンゼン、トリス－（２，３－ジブロモプロピル）
－イソシアヌレート、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロ
パン、２，２－ビス（４－ヒドロキシエトキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン、
ポリ（ペンタブロモベンジルアクリレート）、トリブロモスチレン、トリブロモフェニル
マレイニド、トリブロモネオペンチル・アルコール、テトラブロモジペンタエリスリトー
ル、ペンタブロモベンジルアクリレート、ペンタブロモフェノール、ペンタブロモトルエ
ン、ペンタブロモジフェニルオキシド、ヘキサブロモシクロドデカン、ヘキサブロモジフ
ェニルエーテル、オクタブロモフェノールエーテル、オクタジブロモジフェニルエーテル
、オクタブロモジフェニルオキシド、ジブロモネオペンチルグリコールテトラカルボナー
ト、ビス（トリブロモフェニル）フマルアミド、Ｎ－メチルヘキサブロモジフェニルアミ
ン、臭化スチレン、またはジアリルクロレンデート等のハロゲンを含有する難燃化合物が
挙げられる。
【００２２】
有機系難燃化合物としては、例えば、無水クロレンド酸、無水フタル酸、ビスフェノール
Ａを含有する化合物；グリシジルエーテルなどのグリシジル化合物；ジエチレングリコー
ル、ペンタエリスリトールなどの多価アルコール；変性カルバミド；シリコーンオイル、
二酸化ケイ素、低融点ガラス、オルガノシロキサン等のシリカ系化合物が挙げられる。
コロイド系難燃化合物としては、例えば、従来から使用されている難燃性を持つ水酸化ア
ルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウムなどの水酸化物、アルミン酸カルシ
ウム、２水和石膏、ホウ酸亜鉛、メタホウ酸バリウム、ホウ砂、カオリンクレーなどの水
和物、硝酸ナトリウムなどの硝酸化合物、モリブデン化合物、ジルコニウム化合物、アン
チモン化合物、ドーソナイト、またはプロゴパイト等の難燃性化合物のコロイド等が挙げ
られる。
【００２３】
本発明における難燃系添加物は、なかでも、例えば焼却処分の際に有毒ガスが発生するな
ど、廃棄の際に環境に負荷を与えないものが好ましい。そのような環境配慮の観点からは
、本発明における難燃系添加物としては、▲１▼例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マ
グネシウムもしくは水酸化カルシウムなどの水酸化物系化合物、▲２▼上述したようなリ
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ン系化合物、特にリン酸アンモニウムもしくはポリリン酸アンモニウムなどのリン酸アン
モニウム系化合物、▲３▼例えば、二酸化ケイ素、低融点ガラスもしくはオルガノシロキ
サン等のシリカ系化合物を使用することが望ましい。
【００２４】
本発明における難燃系添加物の添加量は、本発明にかかる組成物の機械的な強度が確保で
きる範囲で任意に定めることが可能である。具体的な添加量としては、難燃系添加物がAl
(OH)3、Mg(OH)2、Ca(OH)2などの水酸化物系化合物の場合は、約５～５０重量％程度であ
る。難燃系添加物が(NH4)3(PnO3n+1)

(n+2)（ｎは自然数）などの（ポリ）リン酸アンモニ
ウム系化合物の場合は、約２～４０重量％程度である。難燃系添加物がSiO2やガラスなど
のシリカ系化合物の場合は、約５～３０重量％程度である。
【００２５】
本発明で用いる加水分解抑制剤は、生分解性高分子化合物の加水分解を抑制する添加剤で
あれば、特に限定されない。なかでも、本発明にかかる組成物を、温度８０℃、相対湿度
８０％の恒温恒湿条件下で４８時間エージングしても、生分解性を有する有機高分子の分
子量の低下が約２０％以内であることが好ましい。
【００２６】
前記加水分解抑制剤としては、例えば、生分解性高分子化合物中の活性水素と反応性を有
する化合物が挙げられる。前記化合物を加えることで、生分解性高分子化合物中の活性水
素量が低減し、活性水素が触媒的に生分解性高分子鎖を加水分解することを防ぐことがで
きる。ここで、活性水素とは、酸素、窒素等と水素との結合（Ｎ－Ｈ結合やＯ－Ｈ結合）
における水素のことであり、かかる水素は炭素と水素の結合（Ｃ－Ｈ結合）における水素
に比べて反応性が高い。より具体的には、生分解性高分子化合物中の例えばカルボキシル
基：－ＣＯＯＨ、水酸基：－ＯＨ、アミノ基：－ＮＨ２、またはアミド結合：－ＮＨＣＯ
－等における水素が挙げられる。
【００２７】
前記生分解性高分子化合物中の活性水素と反応性を有する化合物としては、カルボジイミ
ド化合物、イソシアネート化合物、オキソゾリン系化合物が適用可能である。特にカルボ
ジイミド化合物が生分解性高分子化合物と溶融混練でき、少量の添加で加水分解性をより
効果的に抑制できるために好ましい。
前記カルボジイミド化合物は分子中に一個以上のカルボジイミド基を有する化合物であり
、ポリカルボジイミド化合物をも含む。前記カルボジイミド化合物の製造方法としては、
触媒として、例えば、Ｏ，Ｏ－ジメチル－Ｏ－（３－メチル－４－ニトロフェニル）ホス
ホロチオエート、Ｏ，Ｏ－ジメチル－Ｏ－（３－メチル－４－（メチルチオ）フェニル）
ホスホロチオエート、Ｏ，Ｏ－ジエチル－Ｏ－２－イソプロピル－６－メチルピリミジン
－４－イルホスホロチオエート等の有機リン系化合物、または、例えばロジウム錯体、チ
タン錯体、タングステン錯体、パラジウム錯体等などの有機金属化合物を用い、各種ポリ
マーイソシアネートを約７０℃以上の温度で、無溶媒または不活性溶媒（たとえば、ヘキ
サン、ベンゼン、ジオキサン、クロロホルム等）中で脱炭酸重縮合させることにより製造
するという方法を挙げることができる。
【００２８】
このカルボジイミド化合物に含まれるモノカルボジイミド化合物としては、ジシクロヘキ
シルカルボジイミド、ジイソプロピルカルボジイミド、ジメチルカルボジイミド、ジイソ
ブチルカルボジイミド、ジオクチルカルボジイミド、ジフェニルカルボジイミド、ナフチ
ルカルボジイミドなどを例示することができ、これらの中でも、特に工業的に入手が容易
であるジシクロヘキシルカルボジイミドやジイソプロピルカルボジイミドが好ましい。
【００２９】
上記生分解性高分子化合物中の活性水素と反応性を有する化合物であるイソシアネート化
合物としては、例えば２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシア
ネート、ｍ－フェニレンジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイソシアネート、４，４’
－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、
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２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート、３，３’－ジメチル－４，４’－ビフェ
ニレンジイソシアネート、３，３’－ジメトキシ－４，４’－ビフェニレンジイソシアネ
ート、３，３’－ジクロロ－４，４’－ビフェニレンジイソシアネート、１，５－ナフタ
レンジイソシアネート、１，５－テトラヒドロナフタレンジイソシアネート、テトラメチ
レンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、ドデカメチレンジイ
ソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、１，３－シクロヘキシレン
ジイソシアネート、１，４－シクロヘキシレンジイソシアネート、キシリレンジイソシア
ネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネート、水素添加キシリレンジイソシアネー
ト、リジンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、４，４’－ジシクロヘキシ
ルメタンジイソシアネートまたは３，３’－ジメチル－４，４’－ジシクロヘキシルメタ
ンジイソシアネート等が挙げられる。
【００３０】
上記イソシアネート化合物は、公知の方法で容易に製造することができ、また市販品を適
宜使用することができる。市販のポリイソシアナート化合物としては、コロネート（日本
ポリウレタン製；水添ジフェニルメタンジイソシアネート）またはミリオネート（日本ポ
リウレタン製）等の芳香族イソシアネートアダクト体が適用可能である。なかでも、本発
明にかかる組成物を溶融混練で製造する場合は、液状より固形物、例えばイソシアネート
基をマスク剤（多価脂肪族アルコール、芳香族ポリオール等）でブロックしたポリイソシ
アネート化合物の使用が好ましい。
【００３１】
上記生分解性高分子化合物中の活性水素と反応性を有する化合物であるオキサゾリン系化
合物としては、例えば、２，２’－ｏ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２’
－ｍ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２’－ｐ－フェニレンビス（２－オキ
サゾリン）、２，２’－ｐ－フェニレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２
’－ｍ－フェニレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２’－ｐ－フェニレン
ビス（４，４’－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２’－ｍ－フェニレンビス（４，
４’－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２’－エチレンビス（２－オキサゾリン）、
２，２’－テトラメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２’－ヘキサメチレンビス（
２－オキサゾリン）、２，２’－オクタメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２’－
エチレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、または２，２’－ジフェニレンビス（
２－オキサゾリン）等が挙げられる。
【００３２】
本発明で用いる加水分解抑制剤の種類または添加量により、生分解速度、ひいては本発明
にかかる組成物の機械的強度を調整することができるので、目的とする製品に応じ、配合
する加水分解抑制剤の種類および配合量を決定すればよい。具体的には、加水分解抑制剤
の添加量は、約０．５～８重量％の範囲が望ましい。とくに、加水分解抑制剤がカルボジ
イミド化合物、イソシアネート化合物またはオキソゾリン化合物である場合、その添加量
は上記範囲が好ましい。また、前記加水分解抑制剤は、上記化合物を単独で使用してもよ
いし、二種以上を併用して使用してもかまわない。
【００３３】
本発明にかかる組成物の製造方法は特に限定されず、公知の方法を用いてよい。前記製造
方法としては、生分解性高分子化合物に、上述した難燃系添加剤および加水分解抑制剤を
溶融混練することにより製造する方法が好適な例として挙げられる。前記溶融混練による
製造方法としては、生分解性高分子化合物を溶融する前または溶融する時、難燃系添加剤
および加水分解抑制剤を添加し、混合することにより行われる。このとき、難燃系添加剤
および加水分解抑制剤は同時に添加してもよいし、個別に添加してもよい。また、個別に
添加する場合は、いずれを先に添加してもよい。また、生分解性高分子化合物を溶融後、
難燃系添加剤または加水分解抑制剤のいずれかを添加し、混合したのち、得られた組成物
を再び溶融し、加水分解抑制剤または難燃系添加剤のいずれか残りの成分を添加し、混合
するという方法も挙げられる。
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【００３４】
本発明にかかる組成物は、本発明の目的を損なわない限りにおいて、公知の他の添加剤が
含有されていてもよい。前記公知の他の添加剤としては、補強材、無機または有機フィラ
ー、酸化防止剤、熱安定剤、紫外線吸収剤等の他、滑剤、ワックス類、着色剤、結晶化促
進剤、デンプンのような分解性を有する有機物等が挙げられる。これらは、単独で用いて
も、複数の組み合わせて用いてもかまわない。
【００３５】
前記補強材としては、例えばガラスマイクロビーズ、炭素繊維、チョーク、例えばノボキ
ュライト(novoculite)のような石英、アスベスト、長石、雲母、タルク、ウォラストナイ
トのようなケイ酸塩、カオリン等が挙げられる。また、無機フィラーとしては例えば炭素
、二酸化珪素の他、アルミナ、シリカ、マグネシア、またはフェライト等の金属酸化微粒
子、例えばタルク、マイカ、カオリン、ゼオライト等の珪酸塩類、硫酸バリウム、炭酸カ
ルシウム、またはフラーレン等の微粒子等が、また、有機フィラーとしては例えば、エポ
キシ樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、アクリル樹脂、フェノール樹脂、ポリイミド樹脂、
ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、またはテフロン（登録商標）樹脂が挙げられる。中
でも、炭素、二酸化珪素が本発明の組成物中に含まれていることが好ましい。上記フィラ
ーは１種または２種以上を混合して使用してもかまわない。
【００３６】
前記酸化防止剤としては、例えばフェノール系、アミン系、リン系、イオウ系、ヒドロキ
ノン系、またはキノリン系酸化防止剤等が挙げられる。フェノール系酸化防止剤としては
、ヒンダードフェノール類、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、１，３
，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベン
ジル）ベンゼン、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、
４，４’－メチレンビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデン
ビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３
－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］等のＣ2-10ア
ルキレンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－分岐Ｃ3-6 アルキル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオネート］、例えばトリエチレングリコール－ビス［３－（３－ｔ－ブチル
－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］等のジまたはトリオキシＣ2-

4 アルキレンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－分岐Ｃ3-6 アルキル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロピオネート］、例えばグリセリントリス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］等のＣ3-8 アルカントリオール－ビス［３
－（３，５－ジ－分岐Ｃ3-6 アルキル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、例
えばペンタエリスリトールテトラキス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロピオネート］等のＣ4-8 アルカンテトラオールテトラキス［３－（３，５
－ジ－分岐Ｃ3-6 アルキル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、例えばｎ－オ
クタデシル－３－（４’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェノール）プロピオネート、ｎ－オク
タデシル－３－（４’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェノール）プロピオ
ネート、ステアリル－２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール）プロ
ピオネート、ジステアリル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネ
ート、２－ｔ－ブチル－６－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシベンジル）
－４－メチルフェニルアクリレート、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔ－
ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナミド）、３，９－ビス｛２－［３－（３－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ］－１，１－ジメチル
エチル｝－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、４，４’－チ
オビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、または１，１，３－トリス（２－メ
チル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェノール）ブタン等が挙げられる。
【００３７】
アミン系酸化防止剤としては、例えば、フェニル－１－ナフチルアミン、フェニル－２－
ナフチルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－１，４－フェニレンジアミン、またはＮ－フェ
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ニル－Ｎ’－シクロヘキシル－１，４－フェニレンジアミン等が挙げられる。
【００３８】
リン系酸化防止剤としては、例えば、トリイソデシルホスファイト、トリフェニルホスフ
ァイト、トリスノニルフェニルホスファイト、ジフェニルイソデシルホスファイト、フェ
ニルジイソデシルホスファイト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニ
ル）オクチルホスファイト、４，４’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフ
ェニル）ジトリデシルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスフ
ァイト、トリス（２－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４
－ジ－ｔ－アミルフェニル）ホスファイト、トリス（２－ｔ－ブチルフェニル）ホスファ
イト、ビス（２－ｔ－ブチルフェニル）フェニルホスファイト、トリス［２－（１，１－
ジメチルプロピル）－フェニル］ホスファイト、トリス［２，４－（１，１－ジメチルプ
ロピル）－フェニル］ホスファイト、トリス（２－シクロヘキシルフェニル）ホスファイ
ト、トリス（２－ｔ－ブチル－４－フェニルフェニル）ホスファイト等のホスファイト化
合物；トリエチルホスフィン、トリプロピルホスフィン、トリブチルホスフィン、トリシ
クロヘキシルホスフィン、ジフェニルビニルホスフィン、アリルジフェニルホスフィン、
トリフェニルホスフィン、メチルフェニル－ｐ－アニシルホスフィン、ｐ－アニシルジフ
ェニルホスフィン、ｐ－トリルジフェニルホスフィン、ジ－ｐ－アニシルフェニルホスフ
ィン、ジ－ｐ－トリルフェニルホスフィン、トリ－ｍ－アミノフェニルホスフィン、トリ
－２，４－ジメチルフェニルホスフィン、トリ－２，４，６―トリメチルフェニルホスフ
ィン、トリ－ｏ－トリルホスフィン、トリ－ｍ－トリルホスフィン、トリ－ｐ－トリルホ
スフィン、トリ－ｏ―アニシルホスフィン、トリ－ｐ－アニシルホスフィン、または１，
４－ビス（ジフェニルホスフィノ）ブタン等のホスフィン化合物等が挙げられる。
【００３９】
ヒドロキノン系酸化防止剤としては、例えば、２，５－ジ－ｔ－ブチルヒドロキノン等が
挙げられ、キノリン系酸化防止剤としては、例えば、６－エトキシ－２，２，４－トリメ
チル－１，２－ジヒドロキノリン等が挙げられ、イオウ系酸化防止剤としては、例えば、
ジラウリルチオジプロピオネート、ジステアリルチオジプロピオネート等が挙げられる。
中でも、好ましい酸化防止剤としては、フェノール系酸化防止剤（特に、ヒンダードフェ
ノール類）、例えば、ポリオール－ポリ［（分岐Ｃ3-6 アルキル基およびヒドロキシ基置
換フェニル）プロピオネート］等が挙げられる。また、上記の酸化防止剤は単独でまたは
二種以上使用してもかまわない。
【００４０】
前記熱安定剤としては、例えばポリアミド、ポリ－β－アラニン共重合体、ポリアクリル
アミド、ポリウレタン、メラミン、シアノグアニジン、メラミン－ホルムアルデヒド縮合
体等の塩基性窒素含有化合物等の窒素含有化合物；有機カルボン酸金属塩（ステアリン酸
カルシウム、１２－ヒドロキシステアリン酸カルシウム等）、金属酸化物（酸化マグネシ
ウム、酸化カルシウム、酸化アルミニウム等）、金属水酸化物（水酸化マグネシウム、水
酸化カルシウム、水酸化アルミニウム等）、金属炭酸塩等のアルカリまたはアルカリ土類
金属含有化合物；ゼオライト；またはハイドロタルサイト等が挙げられる。特に、アルカ
リまたはアルカリ土類金属含有化合物（特にマグネシウム化合物やカルシウム化合物等の
アルカリ土類金属含有化合物）、ゼオライト、またはハイドロタルサイト等が好ましい。
また、上記の熱安定剤は単独でまたは二種以上使用してもかまわない。
【００４１】
上記紫外線吸収剤としては、従来公知のベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾール系、シア
ノアクリレート系、サリチレート系またはシュウ酸アニリド系等が挙げられる。例えば、
［２－ヒドロキシ－４－（メタクリロイルオキシエトキシ）ベンゾフェノン］－メタクリ
ル酸メチル共重合体、［２－ヒドロキシ－４－（メタクリロイルオキメトキシ）ベンゾフ
ェノン］－メタクリル酸メチル共重合体、［２－ヒドロキシ－４－（メタクリロイルオキ
シオクトキシ）ベンゾフェノン］－メタクリル酸メチル共重合体、［２－ヒドロキシ－４
－（メタクリロイルオキシドデシロキシ）ベンゾフェノン］－メタクリル酸メチル共重合
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体、［２－ヒドロキシ－４－（メタクリロイルオキシベンジロキシ）ベンゾフェノン］－
メタクリル酸メチル共重合体、［２，２’－ジヒドロキシ－４－（メタクリロイルオキシ
エトキシ）ベンゾフェノン］－メタクリル酸メチル共重合体、［２，２’－ジヒドロキシ
－４－（メタクリロイルオキシメトキシ）ベンゾフェノン］－メタクリル酸メチル共重合
体、または［２，２’－ジヒドロキシ－４－（メタクリロイルオキシオクトキシベンゾフ
ェノン）－メタクリル酸メチル共重合体等が挙げられる。また、上記の紫外線吸収剤は単
独でまたは二種以上使用してもかまわない。
【００４２】
前記滑剤としては、例えば、流動パラフィン等の石油系潤滑油；ハロゲン化炭化水素、ジ
エステル油、シリコン油、フッ素シリコン等の合成潤滑油；各種変性シリコン油（エポキ
シ変性、アミノ変性、アルキル変性、ポリエーテル変性等）；ポリオキシアルキレングリ
コール等の有機化合物とシリコンとの共重合体等のシリコン系潤滑性物質；シリコン共重
合体；フルオロアルキル化合物等の各種フッ素系界面活性剤；トリフルオロ塩化メチレン
低重合物等のフッ素系潤滑物質；パラフィンワックス、ポリエチレンワックス等のワック
ス類；高級脂肪族アルコール、高級脂肪族アミド、高級脂肪酸エステル、高級脂肪酸塩、
または二硫化モリブデン等が挙げられる。これらの中でも、特に、シリコン共重合体（樹
脂にシリコンをブロックやグラフトにより重合させたもの）の使用が好ましい。シリコン
共重合体としては、アクリル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリニトリル系樹脂、ポリア
ミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、エポキシ系樹脂、ポリブチラール系樹脂、メラミン
系樹脂、塩化ビニル系樹脂、ポリウレタン系樹脂またはポリビニルエーテル系樹脂等に、
シリコンをブロックまたはグラフト重合させたものであればよく、シリコングラフト共重
合体を用いるのが好ましい。これらの潤滑物質は、１種でもよく、２種以上を組み合わせ
て使用してもよい。
【００４３】
上記ワックス類としては、例えば、ポリプロピレンワックス、ポリエチレンワックス等の
オレフィン系ワックスやパラフィンワックス、フィッシャートロプッシュワックス、ミク
ロクリスタリンワックス、モンタンワックス、脂肪酸アミド系ワックス、高級脂肪族アル
コール系ワックス、高級脂肪酸系ワックス、脂肪酸エステル系ワックス、カルナウバワッ
クス、ライスワックス等が挙げられる。これらのワックス類は単独で用いられてもよく、
２種以上を組み合わせて併用されてもよい。
【００４４】
前記着色剤としては、無機顔料、有機顔料または染料等が挙げられる。無機顔料としては
、例えばクロム系顔料、カドミウム系顔料、鉄系顔料、コバルト系顔料、群青、または紺
青等が挙げられる。また、有機顔料や染料の具体的な例としては、例えばカーボンブラッ
ク；例えばフタロシアニン銅のようなフタロシアニン顔料；例えばキナクリドンマゼンタ
、キナクリドンレッドのようなキナクリドン顔料；例えばハンザイエロー、ジスアゾイエ
ロー、パーマネントイエロー、パーマネントレッド、ナフトールレッドのようなアゾ顔料
；例えばスピリットブラックＳＢ、ニグロシンベース、オイルブラックＢＷのようなニグ
ロシン染料、オイルブルー、またはアルカリブルー等が挙げられる。また、上記の着色剤
は単独でまたは二種以上使用してもかまわない。
【００４５】
前記結晶化促進剤としては、例えば、ｐ－ｔ－ブチル安息香酸ナトリウム、モンタン酸ナ
トリウム、モンタン酸カルシウム、パルミチン酸ナトリウム、ステアリン酸カルシウム等
の有機酸塩類；例えば炭酸カルシウム、珪酸カルシウム、珪酸マグネシウム、硫酸カルシ
ウム、硫酸バリウム、タルク等の無機塩類；例えば酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸化チ
タン等の金属酸化物等が挙げられる。これらの結晶化促進剤は、１種で用いてもよく、２
種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４６】
本発明にかかる組成物に対し、公知の処理を行ってもよい。たとえば、本発明にかかる組
成物中の生分解性高分子化合物の加水分解を抑制するために、本発明にかかる組成物に対
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前記活性エネルギー線源としては、例えば電磁波、電子線または粒子線およびこれらの組
み合わせが挙げられる。電磁波としては、紫外線（ＵＶ）、エックス線等が挙げられ、粒
子線としては、陽子、中性子等の素粒子の線が挙げられる。中でも特に、電子加速器の使
用による電子線照射が好ましい。
【００４７】
上記した活性エネルギー線は、公知の装置を用いて照射することができる。例えば、前記
公知の装置として、ＵＶ照射装置、電子加速器等が挙げられる。照射線量および照射強度
としては、本発明にかかる組成物において、効果的に生分解性高分子化合物の加水分解を
遅延する範囲であれば、とくに限定されない。例えば、電子線の場合、加速電圧が、約１
００～５０００ｋＶ程度が好ましく、照射線量としては、約１ｋＧｙ程度以上であること
が好ましい。
【００４８】
本発明にかかる組成物は、種々の用途に応用可能である。例えば、本発明にかかる組成物
を用いて、例えばラジオ、マイク、ＴＶ、キーボード、携帯型音楽再生機、パソコン等の
電気製品の筐体などの成形物が得られる。また、前記成形物は、電気製品の筐体だけでな
く、梱包材などの他の用途にも使用できる。
前記成形物の成形方法としては、例えば、フィルム成形、押出成形または射出成形等が挙
げられ、中でも特に射出成形が好ましい。より具体的には、押出成形は、常法に従い、例
えば単軸押出機、多軸押出機、タンデム押出機等の公知の押出成形機を用いて行うことが
できる。また、射出成形は、常法に従い、例えばインラインスクリュ式射出成形機、多層
射出成形機、二頭式射出成形機等の公知の射出成形機にて行うことができる。
【００４９】
【実施例】
以下に、本発明の実施例を比較例と比較しながら詳細に述べるが、本発明はこれに限定さ
れないことは言うまでもない。
〔実施例１～８、比較例１〕
（試料の調整）
生分解性樹脂（A）としては、ポリ乳酸に属するレイシア（H100J、三井化学株式会社製）
を用い、各種難燃系添加剤（B）と加水分解抑制剤（C）については試薬をそのまま用いた
。A、B、Cの混合には溶融混練法を用いた。混練条件としては、混練機としてミニマック
ス－ミックスルーダ（東洋精機株式会社製）を使用し、ノズル温度を170～175℃、トルク
を4～6kg、滞留時間を3秒以内とした。かかる混練により、生分解性樹脂（A）に各種難燃
系添加剤（B）と加水分解抑制剤（C）の添加を施した。得られた樹脂複合体は粉砕した後
に、170℃で300kg/cm2のプレスをし、厚さ1.0mmの板材に成型した後、12.7mm×127mmに切
り出し、試験片とした。
【００５０】
以下に実施例と比較例のために作製した試料の組成一覧（組成；重量部）を示す。
【表１】
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【００５１】
（燃焼試験）
燃焼試験は上記試験片を用いて、UL-94HBに準じて行った。その方法を以下に述べる。各
試料はその一端から25.4mmと102mmの二箇所で、試料を横切って線を引いた。そして25.4m
mの線から遠い方の端で試料を保持し、その縦軸は水平にし、横軸は45度傾斜させた。金
網は試料の下に水平に保持し、試料の下端と金網の間隔は9.5mmとし、試料の支持されて
いない端と金網の縁は同じ線上にあるようにした。バーナーを試料から離れた位置におき
、点火し、青い炎の高さが25mmになるように調整した。炎はまずガスの供給とバーナーの
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していき、先の黄色が消えるようにした。炎の高さを再度、測定し、25mmにあわせた。炎
は試料を保持しない端の下端にあてた。その時、バーナー管の中心軸は、水平に対して約
45度傾斜させ、試料の縦軸の下縁と同じ垂直面にあるものとした。試料の前端が約6mmの
深さまで、バーナーの位置を動かさずに30秒間炎をあてて、炎を試料から遠ざけた。もし
炎が30秒間あてないうちに、試料が25.4mmの標識線まで燃えるときは、炎が25.4mmの標識
線に達したときに、接炎を中止することとした。炎を遠ざけた後も試料が燃え続けた時は
、保持していない端から25.4mmの標識線から、保持していない102mmの標識線まで試料が
燃える時間を計り、その燃焼速度を算出した。
【００５２】
以下に、実施例と比較例で得られた試験片に対する燃焼試験の結果を示す。
【表２】

【００５３】
上表より、比較例１に比べて、実施例１～８の試料は、生分解性を有する組成物の難燃化
が実現されている。そして、実施例１～８の試料の燃焼速度は、ＵＬ－９４ＨＢの規格を
十分に満たすものである。
【００５４】
〔実施例９～１１、比較例２〕
以下に実施例と比較例のために作製した試料の組成一覧（組成；重量部）を示す。なお、
試料の調整は上記と同一の方法で行った。
【表３】



(15) JP 4445181 B2 2010.4.7

10

20

30

40

50

【００５５】
（燃焼試験～水平）
水平燃焼試験は上記試験片を用いて、UL-94HBに準じて行った。その方法を以下に述べる
。各試験片はその一端から25.4mmと102mmの二箇所で、試験片を横切って線を引いた。そ
して25.4mmの線から遠い方の端で試験片を保持し、その縦軸は水平にし、横軸は45度傾斜
させた。金網は試験片の下に水平に保持し、試験片の下端と金網の間隔は9.5mmとし、試
験片の支持されていない端と金網の縁は同じ線上にあるようにした。バーナーを試験片か
ら離れた位置におき、点火し、青い炎の高さが25mmになるように調整した。炎はまずガス
の供給とバーナーの空気口を調節して、高さが25mmの先の黄色く青い炎が出るようにし、
その後空気の量を増していき、先の黄色が消えるようにした。炎の高さを再度、測定し、
25mmにあわせた。炎は試験片を保持しない端の下端にあてた。その時、バーナー管の中心
軸は、水平に対して約45度傾斜させ、試験片の縦軸の下縁と同じ垂直面にあるものとした
。試験片の前端が約6mmの深さまで、バーナーの位置を動かさずに30秒間炎をあてて、炎
を試験片から遠ざけた。もし炎が30秒間あてないうちに、試験片が25.4mmの標識線まで燃
えるときは、炎が25.4mmの標識線に達したときに、接炎を中止することとした。炎を遠ざ
けた後も試験片が燃え続けた時は、保持していない端から25.4mmの標識線から、保持して
いない102mmの標識線まで試験片が燃える時間を計り、その燃焼速度を算出した。
そして、94HB認定材料、すなわち94HBと認定される材料は、（ａ）102mm手前で燃焼停止
、および（ｂ）76.2mm/分以下という２つの条件に適合しなければならない。
【００５６】
（燃焼試験～垂直）
垂直燃焼試験は上記試験片を用いて、UL-94V0～2に準じて行った。その方法を以下に述べ
る。各試験片を上端から6.4mmのところで縦軸を垂直にして、リング・スタンドのクラン
プで保持し、試験片の下端から9.5mmのところにバーナーの先端が、305mmのところに乾燥
した外科用脱脂綿の水平層があるようにする。水平層を作るためには、親指と人差し指で
綿のかたまりから約12.7mmX25.4mmほどの小片をちぎり取り、指で薄く広げて50.8mm2で、
自然の厚さが6.4mmになるようにする。
バーナーを試験片から離れた位置におき、点火し、高さ19mmの青い炎が出るように調節す
る。炎はガスの供給量とバーナーの空気口を調節して、まず高さ19mmの先の黄色い青い炎
が出るようにし、その後、空気の量を調整してゆき、先の黄色い炎がなくなるようにする
。炎の高さをもう一度測り、必要に応じて調節する。
【００５７】
試験炎を試験片の下端の中心にあて、10秒間そのまま継続して炎をあてる。そして炎を少
なくとも152mm離して、試験片が炎を出して燃える時間を記録する。
試験片の炎が消えると、直ちに試験炎を再び試験片の下端に当てる。そして10秒後に再び
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炎を離して、有炎および無炎の燃焼時間を記録する。目視による有炎と無炎を識別するの
が難しいときは、外科用綿をその疑問箇所に接触させる。綿が着火すれば有炎である。
各接炎中に、試験片から融解または有炎物質が滴下するときは、その接炎中にバーナーを
45度の角度まで傾斜させ、さらにまた試験片の12.7mmの面のいずれか一方からごく少し遠
ざけて、バーナー管の中に材料が滴下するのを避けてもよい。もし試験片が融解したりも
しくは試験片から有炎物質が滴下したり、試験中に燃え続けるときは、バーナーを手持ち
にして、接炎中は試験片の下端とバーナー管の先端との間に9.5mmの間隔を保持しなけれ
ばならない。全ての融解材料の滴下は無視できるものとし、試験片の中央に接炎しなけれ
ばならない。
【００５８】
そして、94V-2認定材料、すなわち94V-2と認定される材料は下記の条件に適合しなければ
ならない。
（ａ）全ての試作は、毎回炎を当てた後、30秒以上炎を出して燃焼しないこと。
（ｂ）各組５枚の試料に合計10回の接炎を行い、炎を出して燃焼する時間の合計が250秒
を超えないこと。
（ｃ）すべての試料は、有炎または無炎の燃焼が支持クランプまで達しないこと。
（ｄ）試料が物質を滴下し、305mm下にある乾燥した外科用脱脂綿を着火することは許さ
れる。
（ｅ）全ての試料は第二回目に炎を遠ざけた後、60秒以上無炎の燃焼を続けないこと。
【００５９】
以下に、実施例９～１１と比較例２で得られた試験片に対する上記燃焼試験の結果を示す
。
【表４】

表中、「UL94-V2；○」は、94V-2認定材料であることを示し、「UL94-V2；×」は、94V-2
認定材料でないことを示す。
【００６０】
上表より、比較例２に比べて、実施例９～１１の試料は、生分解性を有する組成物の難燃
化が実現されている。そして、実施例９～１１の試料の燃焼速度は、ＵＬ－９４ＨＢの規
格を十分に満たすものである。そしてＵＬ-９４Ｖ２も十分に満たすものである。
【００６１】
〔実施例１２～１５、比較例３〕
以下に実施例と比較例のために作製した試料の組成一覧（組成；重量部）を示す。なお、
試料の調整は上記と同一の方法で行った。
【表５】
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【００６２】
以下に、実施例１２～１５と比較例３で得られた試験片に対して、上記と全く同じ方法で
、水平燃焼試験および垂直燃焼試験を行った。その結果を下記表に示す。
【表６】

表中、「UL94-V2；○」は、94V-2認定材料であることを示し、「UL94-V2；×」は、94V-2
認定材料でないことを示す。
【００６３】
上表より、比較例３に比べて、実施例１２～１５の試料は、生分解性を有する組成物の難
燃化が実現されている。そして、実施例１２～１５の試料の燃焼速度は、ＵＬ－９４ＨＢ
の規格を十分に満たすものである。そしてＵＬ-９４Ｖ２も十分に満たすものである。
【００６４】
〔実施例１６～２３、比較例４〕
以下に実施例と比較例のために作製した試料の組成一覧（組成；重量部）を示す。なお、
試料の調整は上記と同一の方法で行った。
【表７】
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【００６５】
以下に、実施例１６～２３と比較例４で得られた試験片に対して、上記と全く同じ方法で
、水平燃焼試験および垂直燃焼試験を行った。その結果を下記表に示す。
【表８】
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表中、「UL94-V2；○」は、94V-2認定材料であることを示し、「UL94-V2；×」は、94V-2
認定材料でないことを示す。
【００６６】
上表より、比較例４に比べて、実施例１６～２３の試料は、生分解性を有する組成物の難
燃化が実現されている。そして、実施例１６～２３の試料の燃焼速度は、ＵＬ－９４ＨＢ
の規格を十分に満たすものである。そしてＵＬ－９４Ｖ２も十分に満たすものである。
【００６７】
〔実施例２４～２９、比較例５〕
以下に実施例と比較例のために作製した試料の組成一覧（組成；重量部）を示す。なお、
試料の調整は上記と同一の方法で行った。
【表９】
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【００６８】
以下に、実施例２４～２９と比較例５で得られた試験片に対して、水平燃焼試験、垂直燃
焼試験および恒温恒湿試験を行った。水平燃焼試験および垂直燃焼試験は、上記と全く同
じ方法で行った。恒温恒湿試験は、下記方法で行った。その結果を下記表に示す。
（恒温恒湿試験）
恒温恒湿槽を８０℃、相対湿度８０％に設定し、その中に試験片を入れた。４８時間経過
後の測定を行った。
【００６９】
【表１０】
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　表中、「UL94-V2；○」は、94V-2認定材料であることを示し、「UL94-V2；×」は、94V
-2認定材料でないことを示す。
【００７０】
上表より、比較例５に比べて、実施例２４～２９の試料は、生分解性を有する組成物の難
燃化が実現されている。そして、実施例２４～２９の試料の燃焼速度は、ＵＬ－９４ＨＢ
の規格を十分に満たすものである。そしてＵＬ-９４Ｖ２も十分に満たすものである。そ
して、実施例２４～２９の試料においては、分子量の低下も低減され、保存性も確保され
た。
【００７１】
【発明の効果】
　生分解性樹脂などの生分解性高分子化合物を含有する素材に対して、難燃系添加剤と、
生分解性高分子化合物の、添加量が特に０．５～８重量％の加水分解抑制剤を添加するこ
とで、生分解性、難燃性、機械的強度を兼ね備えた組成物を実現できる。すなわち、本発
明の組成物は、高い難燃性を有しつつも、廃棄時には生体や地球環境に対して、安全な成
分、例えばアルミナと水と二酸化炭素などに分解し、周辺環境や人体へ害を与えることは
ない。また、本発明にかかる組成物を電気製品の筐体や梱包材に使用することで、既存の
それと比較して十分な環境配慮が実現する。
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